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1-2 -般 試験研究

道産米の高次利用に関する研究 (H14-16)

食品開発部農産食品科 山 本一史 岩 下敦子 佐 藤理奈 太 田智樹 中 野敦博

食品開発部長 田 中常雄

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

米の生産量が多い北海道では、食味の良い米への品種改良および品質規格の高水

準化により、高品質米の生産への取 り組みが行われている。 しかしながら、前述の

ような粒食での品質評価や機能性等については多くの研究が実施 されているのに

比べ、道産米の粉砕加工および加工適性に関しての研究はほとんどない。本研究は

道産米の需要拡大を目的とし米粉の新規加工用途開発に取 り組み、これまでに粉砕

乾燥複合機を用いることで製菓適性の優れた微細米粉を製造する技術を確立 した。

そこで、今年度はこの微細米粉の製パン適性について検討 した。

【予定される成果】

。米粉によるパン ・菓子類の商品化

。各種用途開発 (シー ト状食品等)に よる新規事業の創出

試験研究の方法

(1)試 料は、洗浄後水分 35%ま で吸水させた供試米を、粉砕乾燥複合機 (ホソカワミクロン

社、ドライマイスタ)を 用いて、製粉と同時に乾燥(50℃)させたもの(A)、 および製粉後

通風乾燥機 (35℃)にて乾燥させたもの(B)の 2種 類を用いた。

(2)表 1の 配合に基づいて加水量を 71%～ 80%に 可変させた製パン試験を行つた。な

お、いずれの試験も乾燥グルテン 15%を 添加 して実施 した。パンの評価は焼減率と

比容積にて行つた。

(3)調 製 した米粉の発酵特性を明らかにするため、生地の膨張力およびガス発生量を

検量した。生地膨張力はシリンダー法にて、ガス発生量はウオルフ改変法に基づい

て行った。加水量は 80%と した。

(4)最 高速にて製粉 した米粉 (乾燥調製未実施)を 用いて製パン試験を行い、製粉効

率と製パン性の関係を調べた。             表 1 配 合表

配合比(%)

実験結果

加水量を可変させた場合、加水量の増加 と共にパンの

ボリュームが増加 した (表2)。生地の取扱自体は加水量

が少ないほうが良好であり、加水量が 75%を 超えると生

地がベタつき非常に扱いにくいが、むしろベタつく状態

J(t,*           100

生イースト         4

砂糖       5

食塩       2

ショートニンク
・
        8

水      71～ 80

*米粉はグルテン15%含む
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のほうが焼成後の状態は良好であった。Aと Bに はほとんど差がみられず、製粉効

率を考慮するとAで も製パンは十分可能 と判断された。

小麦粉のパンに比ベボリュームが少ないことから、生地の発酵特性を調べた。ガ

ス発生量は時間の経過 と共に増加するが、生地膨張力は時間の経過と共に著しく低

下することが明らかになった。つま り、ガス発生という点では発生量が多いため良

好であるが、ガスの保持力が弱いために焼成するとボリュームが減少すると考えら

れる(図1,2)。この傾向はAと Bい ずれの粉にも認められた。Aと Bを 比較すると、

Aは 損傷澱粉量がやや多いため、ガス発生量が Bを 上回つていることがわかる。そ

こで、生地ダメージを最小限にする製造法、すなわちノータイム、ス トレー ト法で

製造すると良いと判断された。

一方、最高速で製粉 した米粉は水分が 18%を 超えていたが、従来の粉よリパンの

ボリュームが増加 した(表3)。これは粉への吸水が容易であつたことと、損傷澱粉量

がわずかに少ないことが関係 しているものと推察された。

以上のことから、 ド ライマイスタを用いた新規微細米粉は、小麦グルテンを添加

し短時間製造法を適用することで良好な製パンが可能であることが判明した。

隷 剰 分′シ l端 け利 妹 風 媛 磐 表3製 粉速度の米粉バンにおける影響
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4 要  約

ドライマイスタを用いた新規微細米粉について、各種の試験を行 うことにより

製パン適性を明らかにした。すなわち、小麦グルテンを添加 し、加水量を増カロさ

せ、生地ダメージを最小限にすることで良好な製パン適性をもつことが判明した。
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食 肉の持つ特性 を利用 した新規食 肉製 品の開発   (H14～ 16)

食品開発部畜産食品科 阿 部茂 川 上誠

研究の目的と概要

本研究は筋肉組織の持つ自己消化活性を最大限に活用することで肉の軟化、呈味

性の向上を図 り、従来の水畜産加工品の高付加価値化を目指すものである。具体的

には55～60℃の内在性プロテアーゼの至適温度帯を用いてタンパク質の分解を行

い、アミノ酸の生成を促進させることを目的とするものである。昨年度までの研究

の結果、55℃で6時間処理を行った動物の筋肉組織では9～24%のうま味成分が増加

し、微生物の増殖も認められないことが分かった。最終年度は実際の加工を想定し、

フィレーや肉塊を用いた場合の各深度における温度変化、 うまみ成分の変化、およ

び菌数変化について検討 した。

【予定される成果】

。新規加工技術による高付加価値製品

試験研究の方法

試料には 10cm角 に成形 した牛肩ロースおよびシロサケのフィレーを用いた。

各試料は個別に真空包装を行った後、57.5℃の恒温水槽に完全に浸し、全量を用い

て以下の試験に供 した。

(1)肉 塊内部の温度変化

温度変化は K熱 電対センサーを試料の裏側から表面、lcm、2cmお よび 4cmの

深度になるように差 し込み、4時間測定 した。測定にはデジタルデータロガー

CRH60を 用い、3点 の平均値より求めた。

(2)遊 離アミノ酸の変化

0、6、12、18時 間後の各試料に、2倍 量の 5%ト リクロロ酢酸を加えてホモジナ

イズし、得 られた濾液を適宜希釈 した後、自動アミノ酸分析計 L-8800を 用いて分

析 した。

(3)各 試料の加温中の生菌数の推移

各試料の O、6、12、18時 間後の一般生菌数および大腸菌群を標準寒天培地およ

び X M̈G寒 天培地を用いて測定した。

実験結果

(1)肉 塊内部の温度変化
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結果を図 1に 示す。肉塊表面は 30分 の加温処

理で 55℃ に達 したが、肉塊内部の昇温は時間を

要 し、4cm深 度では 55℃ に達温するまで 3時 間

を要 した。 これ らの結果か ら、効率の良い加温

処理 を行 うためには処理す る際の形状 を薄 くす

るか、または通電加熱等 を併用 して、均一な加

熱を行 うことが必要 と考えられた。
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1 2 3 4

時間 (hr)

575℃の恒温水槽に浸した牛肉の

各深度の温度変化
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(2)遊 離ア ミノ酸の変化

結果を表 1に示す。

生体ア ミノ酸である、

タ ウ リンや ジペ プチ

ドのアンセ リンやカ

ル ノシンは加温処理

によつて増加 しない

ため除外 した。すべ

てのア ミノ酸が時間

経過 とともに増加 し、

特に うま味成分の指

標 となるグル タ ミン

原料の段階では一般生

菌および大腸菌群が検

出されたが、6時処理

表 1処 理時間経過による遊離アミノ酸の変化 (mg/100gl

図 1

牛 肉
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酸や甘味を呈するア

ラニンが多く含まれていた。

(3)各試料の加温中の生菌数の推移

結果を表 2に 示す。      表 2 処理時間経過による生菌数の変化 (cfu/g)

(hr)  0 12

牛肉
一般生菌数 78X105 300以 下 300以 下 300以 下

大腸菌群  15X103 検 出せず 検出せず 検出せず
一般生菌数 94× 103 300以下 300以 下 300以 下
大腸菌群  300以 下 検 出せず 検出せず 検出せず

以降においては微生物

の増殖は認められなかつた。ただし、試験的に腸θゴ″″ss`θ″θ励― ゴ″″Sを植

菌 し、同様の処理を行ったところ6時間後以降においても、菌が死滅 していなかっ

たことから耐熱性菌の混入には十分に注意する必要があることがわかった。

4 要   約

57.5℃の加温処理はうま味成分の増加に効果があり、微生物も繁殖 しないことが

わかった。 しかし、効率的な加温処理には加工形状およびカロ熱方法に工夫が必要で

あることがわかった。また、耐熱性菌の混入には十分に注意する必要があることが

わかった。
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一
次カロエ野菜 の鮮度保持技術 に関す る試験研 究   (H14～ 16)

食品開発部農産食品科 中 野敦博

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

今後の道産野菜の流通において、安価な輸入野菜 と競合 していくことから、一
次

加工野菜のような利便性を追求した商品形態についての製造技術を強化 し、品質向
上に努めていく必要がある。これまでに本研究では、バ レイショを原料とした一

次

加工品 (温野菜)に ついて、離水や軟化など品質劣化を引き起こす原因を調査 し、

原料成分のデンプン価による影響が大きいことを示 した。今年度は、品質劣化を防
止する製造条件について検討 した。

【予定される成果】

。バレイショを原料とした一
次加工品 (温野菜)の 品質向上が期待できる

試験研究の方法

(1)加工条件 :バ レイショ (品種きたあかり)を 剥皮 し、5mmの スライス状にカッ

トし、85℃で 8分 間加熱 し、蒸留水または o.1%乳化剤 (エマルジーMS、 グリセ リ

ン脂肪酸エステル、理研 ビタミン)中 でブランチングを行つた。冷却後、真空包装

し、90℃で 40分 間殺菌 し、カットバレイショを作成 した。

(2)分析方法 :加工後、冷蔵庫 (5℃)で 7日 間保存 したカットバ レイショの離水量

(g)を測定し、離水率 (%,離 水量/製品重量×100)を 算出した。また、スライス面

の硬 さを、クリープメーター (30mmプ ランジャー、(株)山 電)を 用いた 20%圧

縮試験での最大荷重により評価 した。ブランチング後のスライス片表面観察は、ク

ライオ走査電子顕微鏡 (S‐2400、 日立製作所 (株))を 用いて行った。

実験結果

加熱されたカットバ レイショは、冷蔵保管中に離水が生じ、軟らかくなる問題が

あつた。これは、カロ熱糊化 したバレイショ中のデンプンが、冷蔵保管中にデンプン

の老化することによって生じると考えられた。老化防止を目的として乳化剤 (グリ

セ リン脂肪酸エステル)を 添加 した溶液中でのブランチングを検討 したところ、乳

化剤処理区で離水率は低下した(図1)。最大荷重も乳化剤処理区で高くなり(図2)、

比較的硬くなることが示された。乳化剤はデンプンと複合体を形成することが知ら

れ、これによリデンプンの老化が防止されると考えられた。ブランチング後のスラ

イス片表面を観察すると、無処理区 (図3(a))では表面下部の細胞がデンプンのα

化により膨潤 し、矢印のような細胞剥離が生じていた。乳化剤処理区では細胞の膨

潤が少なく、細胞剥離が生じていなかった。このことから、乳化剤処理によって、
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カット面の表層にデンプンー乳化剤複合体の層が被膜のように生じ、離水および軟

化防止作用をもたらしていると考えられた。
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図3ブ ランチング後のスライス片表面

(a):無処理区,⑩):手L化剤添加区

4  要 約

バレイショを原料とした温野菜の品質向上を目的として、冷蔵保管中に生 じる離

水および軟化の原因と防止法を検討 した。バ レイショ原料のデンプン価が低いもの

ほど離水率が高くなり、軟化も同様の傾向を示 した。バレイショ塊茎内のデンプン

の偏在も影響し、デンプンが低い中心部を露出されるようなカット形状ものほど離

水が高くなると推測された。防止法としては乳化剤添加液でブランチングすること

が効果的であった。
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担子菌成分 を付力日した機 能性 チーズの製造   (H15-16)

応用技術部機能開発科 渡 邊治 柿 本雅史

食品開発部畜産食品科 川 上誠

研究の目的と概要

現在、我が国の健康食品市場の中で注目を集めている食材の一つとしてキノコ類

がある。その代表例はアガリクス ・ブラゼイであり、市場規模は250億 円強、関連

企業は200社以上といわれている。他にもマンネンタケ、メシマコブ、ヤマブシタ

ケなどがあり、これらに共通するものはβ―グルカンなどの多糖類成分による免疫賦

活、抗腫瘍などの薬効型機能性である。さらに近年問題になっている活性酸素やフ

リーラジカルによる生体損傷についても、これら担子菌類はその成分中に抗酸化性

物質を含んでいるため、疾病予防に効果があるとされている。

本研究では担子菌類、特に最近話題 となっているカバノアナタケの抽出液、また

はその乾燥粉末を配合することにより抗腫瘍、抗酸化性などの機能性を有したチー

ズの開発を目的とした。またその過程において各種成分の機能性を研究した。

【予定される成果】

。複合機能性 (抗腫瘍性、抗酸化性等)を もつたチーズの開発

。担子菌類の新たな市場開拓

試験研究の方法

(1)チ ーズの作成

生乳を原料に使用 し、図 1の 方法に従いカバノア

ナタケ抽出液への漬け込みタイプ、または練 り込み

タイプを作成 した。なお抽出液の抽出条件は 100℃

2時 間とし、得られた抽出液の固形分濃度は約 4%

であった。

(2)試 作チーズの分析

熟成期間を経過 したチーズについて、乳酸菌数、

酸度、pH、抗酸化活性の測定を行つた。酸度は乳酸

表示法を、抗酸化活性は DPPH法 を用い、チーズ片

10gを 100mlの蒸留水に懸濁 。濾過 して得られた濾

液についてラジカル消去能を測定した。

なお、統計法として分散分析を用い、群間の比較

は Tukey法により有意水準 5%で 検定した。

実験結果

(1)チ ーズの作成

当初は漬け込みタイプを試作 したが、外観 (図2)も 悪 く、抗酸化活性 (データ

未提示)も 低かったことか ら、主に練 り込みタイプについて試験を行った。同タイ

図 1 チ ーズの製作手順

殺面 (63C、 30分 〕

1時 間後、カー ド作 り

モール ドに詰めて手圧で型作 り

抽出液に油け込み、

または練 り込み

- 8 -
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プのチーズは以下のように作成 した。カー ドを一
度手圧で軽く型作 りをした後、カ

ッターでダイス状に切断し、そこにチーズ重量に対 して 5%、 10%、 20%の 量のカ
バノアナタケ抽出液を添加 した。手作業でチーズと抽出液を練 り合わせ、再びモー

ル ドに詰めて加圧機にて lkgf/cm2で1時 間加圧 した後、反転 して一昼夜力日圧 した。

その後 5℃ にて約 2ヶ 月開発酵させた。

スタンダー ド  漬 け込み   5%添 加   10%添 加   20%添 加

図 2 試 作チーズの外観

(2)試 作チーズの分析

試作チーズの乳酸菌数、酸度 (乳酸%)、 pHに ついては表 1に 、抗酸化活性に

ついては図3に 示 した。

表 1 試 作チーズの菌数、酸度、 pH

9る) pH

スタンダー ド

5%添 加

10%添加

20%添 加

4 . 8 X 1 0 6

5 . O  x  1 0 6

4 4× 1 0 5

4 . l  X 1 0 5

0.26

0.25

0.24

0 . 2 1

5 . 2

5 . 2

5 3

5 4

乳酸菌数は抽出液添加量の増加に伴って減少 してお り、同時に酸度の低下、pH

の上昇が見られる。カバノアナタケ抽出液の抗菌活性は、簡易なハーローテス トで

は認められなかった (データ未提示)が 、酸度とpHに おいては添加量との間に相

関関係が見られることから、今後抽出液の細菌

増殖に与える影響を詳細に検討する必要がある

と思われる。また抗酸化活性は抽出液の添加量

に比例して高くなっているが、5%、10%添加F 遥
はスタンダードと有意差はなく20%添加で有 襲
意差が見られた。これはチーズの高脂質 ・高脂 ミ

lト
肪が添加 した素材の機能性をマスキングしてい

る可能性が考えられる。

要  約                        ス
タン‐ド 5麻 加 10%勘 20%勅

力日工食品に対する機能個               図
3試 作チーズの抗酸化活性

三の付与と新 しい食品

の開発を目的とし、カバノアナタケ抽出液のチーズヘの添加方法について検討 した。

その結果、添加方法を工夫することで機能性の付与が可能であった。カバノアナタ

ケ抽出液はほとんど無味無臭であることから機能性素材 としての利用法が可能にな

り、市場の開拓に繋がるものと考えられた。

40

30

20

1 0
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野菜 ・果実発酵飲料用有用微生物の探索 ・育種    α 15～16)

食品バイオ部バイオテクノロジー科 八 十川大輔 中川良二 能 登裕子

研究の目的と概要

近年、食品の機能性、安全性に対する消費者の関心は非常に高く、中でも乳製品

などで用いられた平L酸菌の保健機能については、整腸機能、免疫力増強機能等が世

界中で注目されている。上方、道内食品企業などから、野菜 ・果実を原料とした新

規食品や余剰産品 ・規格外品を用いた新商品開発に対する要望が寄せられている。

本研究では道内の野菜 ・果実を原料とした新たな発酵飲料/食 品を開発するため

の乳酸菌の検索および育種を行 う。

【予定される成果】

・保健機能を有する新規の野菜、果物発酵飲料および調味料の開発

試験研究の方法

市販の野菜発酵食品、野菜、果物から乳酸菌の探索を行つた。主にBCP加 プレ

ー トカウン トアガール (日水製薬)培 地を乳酸菌の分離 。選択培地として用いた。

長島ら1)の方法で 16S rRNA遺 伝子の塩基配列を解読し、インターネットで

NCBI(National Center for BiOtechnology lnfOrmatiODのデータベースと照合

(Nucleotide‐nucleotide BLAST)することにより菌株の同定を行つた。

生理 ・生化学的性状は、主にAPI CHキ ットを用いて分析 した。

γ
―アミノ酪酸 (GABA)産 生能については、所定濃度のグルタミン酸 (Glu)

を添加 した MRS液 体培地で 37℃、
一定期間培養 した乳酸菌培養上清を薄層クロマ

トで定性的に、アミノ酸分析装置にかけて定量的に分析 ・評価 した。

GABA高 産生突然変異株の分離 ・育種は、ス トレプ トマイシン (Sm)耐 性変異

株選抜法で行った'。

実験結果

分離 した乳酸菌の遺伝子解析の結果、ふ知θθ″“"θ αι粋口″, 陸 issena′′″‐

コθSθθ″ιeFOideS, 五 2θ"b′ a〃 口s fυa″J∝artt Zル .′′″」む五カ; 動 .aaseiぅ Zル .

′′″ ι′Se■,  Zわ 。s′■e,  Zθ 口a″ esenしe■o■dessubsp.″ esenteroiaθ tt Peabaθ 6θ口s

′θ″ιOSaθθ″s9 五わ。θ口″2`口島 I′θlわθ(Bθυs力θ力,  Za`″ r″θ′θ,  7`kim`力二

Zθ口a″ 」れ囲 およびそれぞれの近縁種に帰属される菌株などが分離された。

これらの菌株に関して、近年注目され始めているGABA産 生能について検討 した。

その結果、Za力 θ歯 の一
部および既に当センターで分離していた五b.′ね″力rarm

においてのみ GABA産 生を認めた。Zル.ρ力″″″″ はごく微量、Zaル θ力むは加え

- 1 0 -
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た 50 mM Gluの 約 12%が 脱炭酸 して GABAに 変換 していた。

更に、分離した全ての乳酸菌株のうち、ホモ発酵形式を示す菌株について GABA

高産生突然変異株の分離を行った。その結果、親株が GABA産 生能を示さない菌株

からは GABA産 生変異株は分離できなかつた。また、Zb.′あコ″″″からGABA

産生能が高まつた変異株も分離することができなかった。しかし、L/2θ 歯 の Smr

変異株 26株 中 10株 、約 39%と いう高頻度に GABA高 産生変異株を分離 し、その

うち1株 は、50 mM Gluか ら約 46%の 効率で GABAに 変換する能力を有 していた。

2カ οιお (変異前)

10     20     30     40     50     60     70     80     00    100

保持時間“ →

( S m r , G A B A高 産生変異株)

0     10     20     30     40     50     60     70     80     90    100

保持時間Oni→

この GABA高 産生変異株を用いて、スイー トコーン子実をジュース状にしたもの

からGABA含 有平L酸発酵飲料を試作した。培地で行つた場合に比べ、変換効率が低

く、想定されたほどにはGABAは 産生されていなかつた。高血圧者に対するGABA

の降圧効果は、数十ミリグラムで臨床的に効果があるとされているため、当試作品

の場合、 1回 あたり100ml以 上飲むと有効である可能性があると推定した。

4 要 約

北海道内で生産、販売されている食品から、乳酸菌の分離同定を行い Za力 `″b

の中からGABA産 生株を見いだした。変異処理を行い、高産生変異株を育種 した。

1)Nagashma,K etal.Application ofan identrication method ofbacttria based on theむ nucleotide sequences to

analysis ofmicroflora in food.,FⅣ筆τO″〔過激υtt ЙO諄 k″Й●ク■2Йレ士力■45,58‐65(1998).

2)越 智幸三,川 本伸―
,岡本仁子.リ ボゾームエ学の構築 とその応用,化 学と生物,37,731-737(1999).

５０

ｍ

５０

００

５０

００

５０

０

，
こ
Ц
薇
中
撃

，
こ
撻
頷
申
撃

主
ｏ
Ｃ
一∽
、
コ
　
・
ヘ

Ｏ
Ｃ
一̈
一コ
一Ｃ
」
０

一

讐
人

―
―
曹
＝
――
朧
順

＞
　
　
　
　
　
　
。膚

玉

一

Ａ
　
　
　
　
　
　
　
ｏ〓
暑

〓
ど

入

卿
　

８賽
ｏ
ｃ
一
一ｏ
＞

人

- 1 1 -



平成 16年度事業報告 。平成 17年度事業計画

乳酸 菌 を利 用 した発 酵 豆乳製 品 の開発 と機 能性 の評 価  (H15-16)

食品バイオ部バイオテクノロジー科 中 川良二 人 十川大輔 能 登裕子

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

大豆は、北海道にとつて国内生産量の約 20%を 占める主要な農産物である。

とくに、道産大豆は高品質であるとの認識がなされていることから、高付加価

値製品の開発が期待 され、地域の特産品づ くりや需要拡大のための豆乳や豆腐

の新商品開発に関するニーズが企業や地域から寄せ られている。

我々はこれまでにヒ ト腸管由来細胞 Cac0 2に 対 して高い付着性を持ち、且つ

大腸菌 0157の Caco 2細 胞への付着抑制効果を有する乳酸菌を漬物から分離 し、

ラク トバチルスプランタラム HoKKAIDO(以下、HOKKAIDO株 と略す)と名付けた。

本研究では、当該乳酸菌のさらなる機能開発に向けた展開として、高い機能性

を有する大豆 とHOKKAIDO株 を利用 した発酵豆乳製品を開発すると共に、この食

品の健康 ・保健機能 について検討す る。昨年度は人工消化液耐性試験か ら

HOKKAIDO株 が生きたまま腸に至1達することができること、また、本菌で製造 し

た豆乳 ヨーグル トがラフィノースシ リーズオ リゴ糖を豊富に含有 していること

からビフィズス菌を増殖 させる効果を持つ可能性を示 した。本年度は、発酵豆

乳摂取によるヒ ト糞便中の乳酸菌および ビフィズス菌の変化を調べるとともに、

技術移転のための発酵豆乳製品の試作を行つた。

【予定 される成果】

・バイオ技術による大豆および豆乳の高付加価値化

。地域資源を利用 した新 しい健康 ・保健用食品の開発による地域の活性化

試験研究の方法

発酵豆乳は、市販の調製豆乳あるいは無調製豆乳 (道産大豆使用)を 用いて

昨年度の報告 と同様 に製造 した。市販の調製豆乳 を用いて製造 した発酵豆孝L

100g/日を 1週 間、食間または食後に 1日 2回 に分けて食 した後、Lactobacilli

MRS寒 天培地 (以下、MRSと 略す)お よび TOSプ ロピオン酸寒天培地 (以下、TOS

と略す)を 用いて糞便細菌を培養 した。それぞれの培地に出現 したコロニーを

12個 ずつ釣菌 し、MRSか ら得 られたコロニーについては multiplex PCR分 析

( T o r r i a n iら 、2 0 0 1 )と シ ン グル プ ラ イ マ ー を 用 い た R A P D法 ( D a u t l eら 、2 0 0 2 )

に よ つ て H O K K A I D O株 か ど うか を 試 験 した 。 T O Sか ら得 られ た コ ロ ニ ー に つ い て

は 16Sr R N A遺伝子 の配列 を決定 し、ホモ ロジー検索 (Nag a s h i m aら、199 9 )に よ

って菌種 を推定 した。
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実験結果

発酵豆乳摂取前の乳酸菌数 はMRSで の培養の結果か ら、1.7×106cfu/gと推定 さ

れた。multiplex PCR分 析 ではHOKKAIDO株 と思われ るコロニーが3個認 め られた

が、RAPD法 によ り、調べ られた12個の コロニー全てがHOKKAIDO株 ではない と結

論 された。
一方、発酵豆乳の1週間摂取 によつて糞便 中の乳酸菌数 (MRS培養)

お よび ビフィズス菌数 (TOS培養)は それぞれ約数百倍 に増加 し、MRSか ら釣菌

した コ ロ ニ ー は 、 mu l t i p l e x  P C R分 析 とR A P D法 か ら全 て H O K K A I D O株 で あ ろ う と推

定された。また、TOSから釣菌 したコロニーは、16SrRNA遺伝子の塩基配列から

全てビフィズス菌であろ うと推定 された。
一方、発酵豆乳摂取を中止すると、

乳酸菌およびビフィズス菌数は4週間後で摂取前 とほぼ同数にまで減少 し (図)、

2週間 日のMRS培養 コロニー中には、既にHOKKAIDO株は検出されなかった。

以上の結果から、HOKKAIDO株は生きて腸にまで到達すること、さらに、発酵

豆乳の摂取によつてビフィズス菌が増加することが示 された。 ヒ ト培養細胞株

を用いたこれまでの我々の研究によって、HOKKAIDO株が抗菌物質 (ディフェン

シン)や 免疫関連物質 (IL 8、IP 10)を誘導する能力を有 していることが示唆

されてお り、今回の試験結果 と合わせると、HOKKAIDO株が生きて腸まで到達 し、

整腸作用のみならず、免疫賦活にも関与 している可能性が考えられた。

1 2

10

8

6

4

2

0

が趾S'S がぎSSS

図 発 酵豆手L摂取によるヒト糞便中の手L酸菌およびビフィズス菌数の変化

商品化を目的 として、道産大豆を原料 とした無調製豆乳を用い、発酵豆乳の

試作を行った。その結果、無調製豆乳でも昨年度示 した調製豆乳 とほぼ同様な

条件で、十分に発酵することが明らかになった。また、この発酵豆乳は香料や

カゼインなどの乳由来成分を添加 していないので、素朴な豆の風味のある試作

品となった。

4 要 約

発酵豆乳を用いたヒ ト介入試験によつてHOKKAIDO株が生きて腸まで到達する

こと、また、当該食品の摂取によつて腸内でビフィズス菌が増殖することが示

された。 さらに、道産大豆の無調製豆乳を材料に発酵豆乳を試作 したところ、

素朴な豆の風味のある製品ができた。
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1-3 重 点領域特別研究

ホ タテ貝殻未利 用資源 の有効利用 に関す る研 究   (H14～ 16)

応用技術部機能開発科 柿 本雅史 プ ロセス開発科 清 水英樹

企画調整部技術支援課 濱 岡直裕

研究の目的と概要

北海道内では、年間 20万 トン以上のホタテ貝殻が食品加工の副産物として発生し

ている。 しかし、貝殻の半分近くは未利用な資源であったため、これらに付加価値

を与え、有効な資源 として活用することが課題であつた。本研究は、ホタテ貝殻を

有効活用するために、食品素材、工業資材 としての利用技術に関する研究を産学官

6機 関の連携により実施 した。当センターでは、ホタテ貝殻カルシウムの食品分野

における用途拡大 ・高付加価値化をめざし、食品に対する抗菌 。日持ち向上効果や

食品素材としての利用について検討 した。

【予定される成果】

・ホタテ貝殻のカルシウムを有効活用 した食品素材の開発 と用途拡大

・焼成 したホタテ貝殻カルシウムを利用 した非加熱殺菌技術の開発

試験研究の方法

1)食 品を変敗させるカビに対する最小発育阻止濃度 (MIC)の 測定

培地中の供試菌に所定濃度の抗菌性物質を添加 し培養 した時に、抗菌性物質が菌

の増殖を阻止する最小濃度を求めることで、抗菌性物質の抗菌活性を測定 した。

抗菌性物質の試料には、ホタテ貝殻を高温で焼成 し、微粉末化 したホタテ貝殻カル

シウム製剤 (北海道共同石灰製、以下ホタテ Ca)を 用いた。供試菌株には、食品工

場の製造施設に生育したり、食品を変敗させるカビ2菌 種を選定した(表)。グルコ

ース ・ペプ トン液状培地 (日本製薬製)に 、所定濃度のホタテ Caと 前培養 した供

試菌を添力日後、25℃ で 72時 間培養 し、最小発育阻止濃度 (MIC)を測定した。抗菌

性物質の対照には、試薬用の水酸化カルシウム (Ca(OH)2)、酸化カルシウム (caO、

両試薬共に 99。9%、 和光純薬工業製)を 使用した。

2)ホ タテ Ca溶 液の製造

ホタテ Caを 12g充填 したカラム (内径 2.5cm、長さ 20cm)に 水道水、市販のミ

ネラル ウォーター (井水を模 したもの)、水道水をイオン交換樹脂にて処理 した水

を通水速度 1800m1/hで通し、カラム出国の水溶液のpHを 測定した。

実験結果

ホタテ Caは 、 2種 類のカ ビに対 して抗菌効果を示 し、その MICは 0.11～ 0.13%

であつた (表)。ホタテ Caの 主なカルシウム形態は Ca(oH)2で あ り、その MICは
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カルシウムの化合物形態が同じである試薬 Ca(oH)2と同等で、形態の異なる化合物

の試薬 Caoよ りやや劣っていた。また、以前報告したサルモネラ菌、腸炎 ビブリオ

菌などの細菌類や酵母に対するにMIC(平 成 12,15年度事業報告書)と 比較すると、

カビに対するMICは 、ホタテ Ca、両試薬ともに高い結果となつた。

表 カ ビに対する最小発育阻止濃度 (MIC%)

菌株名 諭t蟹起Ca(OH)2 言£蟹恒Ca0 ホタテCa
4″θζgノ//″∫″lger    JCM1864 0.11 0.09 0.11
′ερθ「gノ//4/s O/J/zaθ    JCM2068 0.13 0.12 0.13

ホタテ Caは 溶解度が低く、水に分散させると白い懸濁液 となり、殺菌効果をも

たせるためには、高 pHを 維持する必要がある。そこで、ホタテ Caを 充填 したカラ

ムに通水後、ろ過することで透明なホタテ Ca液 を連続生成する装置を作製 した。

水道水、軟水化処理水、市販 ミネラル ウォーター、陽イオン除去水は、通水時間と

ともに pHが 大きく低下した (図)。一方、イオン交換樹脂にて水道水から陰イオン

を除去 した水を用いると、大幅な pHの 低下は認められず良好な結果となつた。

陽 。陰イオン交換水に次亜塩素酸ナ トリウムを lppm添加 した水では、pHの 低下が

小 さいことか ら、水道水

中に含まれる塩化物イオ

ンや次亜塩素酸イオンな  125

どが pHを 低下させる要因

― 陰イオン交換樹脂処理水

―B― 陽 ・陰イオン交換樹脂処理水

―●― 陽 ・陰イオン交換水に次亜塩素酸ナ トリウムlppm添加

‐‐ ‐陽イオン交換樹脂処理水

‐‐ ‐軟水化処理水

‐̀ ‐ 市販ミネラルウォーター

ー▲―水道水

ではなく、他の陰イオン

がカラム中のホタテ Caと

反応 し、Ca(OH)2と は異

なる化合物を生成 したこ

とで pHを 低下させたと考

えた。

50     100    150    200

通水時間 (分)

図 通 水する水の種類とホタテ Ca液 の pHの 変化

4 要  約

供試 したカビに対するホタテ Caの 最小発育阻止濃度は、0.H～ 0.13%で あり、

以前報告 した細菌類や酵母に対する最小発育阻止濃度に比べ高かった。また、ホタ

テ Ca液 を pHを 低下させず連続的に生成するためには、水道水中の塩化物イオンや

次亜塩素酸イオン以外の陰イオンをイオン交換樹脂で除去する必要があつた。

(重点領域特別研究、共同研究機関 :北海道共同石灰 (株)、道立工業試験場、

(独)開 発土木研究所、中央大学、九州大学)
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1-4 外 部資金等活用研究

農水畜産物のブランチングの

代替 としての常圧過熱水蒸気の利用

食品開発部畜産食品科 阿 部茂  食 品バイオ部発酵食品科

食品開発部農産食品科 中 野敦博  応 用技術部 熊 林義晃

企画調整部総務課

研究の目的と概要

常圧過熱水蒸気とは通常蒸気を大気圧下で 100℃以上に加熱 した高温水蒸気であ

り、高カロリー、極低酸素、ガス放射熱等の特長を有 している。これまでの研究の

結果、食品加工においてはエキス成分損失抑制効果や殺菌効果があることが明らか

となつた。一方、常圧過熱水蒸気処理を行った食品は 「食感が良い」、「光沢があ

る」、「色上が りが良い」との評価を受けることが多いが、そのメカニズムは明ら

かにはなつていない。本年度はアスパラガスを例にとり色調改善効果について組織

学的見地から検討を行った。

【予定される成果】

・常圧過熱水蒸気を用いた高付加価値製品の開発

試験研究の方法

(1)試料の調整

試料には道内産のアスパラガスを用いた。アスパラガスは全長およそ 20cm、直

径およそ lcmの ものを用いた。蒸煮および煮熟は95℃ 、常圧過熱水蒸気処理は200

℃ (250kg/hr¨m2)の 条件で行い、0、2、4、6、8分 処理し、適宜選択して試料 とし

た。なお、常圧過熱水蒸気処理はコンベアの中心にて静止 した状態で行った。

(2)走査型電子顕微鏡による観察

各処理後の試料を切 り出した後、8%グ ルタルアルデヒド溶液に浸漬 し、生理食

塩水で洗浄 した後に 2%オ スミウム酸で固定した。エタノールに置換後、液体窒素

下で凍結割断 し、さらに t‐ブチルアルコールで置換 した。凍結乾燥を行った後、白

金パラジウムで蒸着 し電子顕微鏡試料とした。

(3)各 処理後のアスパラガスの破断強度の変化

各 処 理 を行 った試 料 を放 冷 後 、 レオメーター (サン科学製 CR-500)にて

破 断 強 度 を測 定 した。 測 定 に は ワイ ヤ ー プ ラ ン ジ ャー
(No.10)を用

い、60mm/minの 速 度 で破 断 した。

(H14～ 16)

吉り|1修司

長 島浩二

河野慎
一

3 実 験結果
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4  要

煮熟および蒸煮処理後のアスパラガス

の表面および断面の構造は生のものと大

きな違いは見られなかった(図lA,B,C)。

常圧過熱水蒸気処理を行つたアスパラガ

スでは特に表面付近の組織構造が変化 し、

処理時間の経過 とともに細胞表面の凹凸

が減少 し(図lD‐1,D‐3)、2分 間の処理で

は 30μ m、 8分 間の処理では 120 μ m

の表面付近の組織収縮が観察された(図 1

D‐2矢 印部分,DO。 これらは表面付近の

急激な蒸発乾燥 と熱変性により起きた現

象であり、「食感が良い」は組織収縮によ

る破断強度の増カロ(図2)が要因の一つにな

つていると考えられる。また、「光沢があ

る」に関 しては煮熟や蒸煮では表面組織

の凹凸が大きく、乱反射を起こすために

光沢がないが、常圧過熱水蒸気処理では

表面の凹凸が減少するために光を反射 し

やす くな り、結果 として光沢がでている

と考えられる。さらに、「色上がりが良い」

については表面付近の水分含量が減少 し、

相対的に色素成分の濃縮が起こるために、

視覚的に色彩が濃 くなっているためと考

えられる。なお、これ らの構造的な変化

は動物筋肉でも確認できた。

約

常圧過熱水蒸気処理による色調改善効

果は表面組織の急激な水分蒸発に伴 う相

対的な色素濃縮 と表面組織の平坦化によ

る光の反射率の向上によるものと推察 さ

れた。また、物性改善効果は食品表面の

組織の収縮による薄膜形成が食感改善に

寄与していると考えられた。

平成 16年度事業報告 。平成 17年度事業計画

図1加 熱処理後のアスパラガス表面および断面の構造

A:生 ,B:煮 熟 2分間処理,C:蒸 煮 2分問処理

D‐1,D‐2:常 圧過熱水蒸気200℃ 2分問処理

D‐3,D‐4:常 圧過熱水蒸気200℃ 8分問処理
‐1,・3:表 面(200倍) ‐2,‐4:断 面(200倍)

3500

3000

0 1 2 3 4 5 6

処理時間 (分)

‐ 煮熟 +過 熱水蒸気
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０
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図 2 破 断強度の変化

(新エネルギー ・産業技術総合開発機構 :産業技術研究助成事業)
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1-5 民 間等共同研究

過熱水蒸気を用いた農水産物の冷凍耐性の改善と品質の改良

(H16)

食品開発部畜産食品科 阿 部茂

研究の目的と概要

北海道の基幹産物であるホタテ、サケ、バレイショ、カボチャは生鮮品の他、煮

熟、蒸煮後に冷凍を行つた加工品として主に本州地域に出荷されている。 しかし、

これまでの蒸煮、煮熟方法では、冷凍解凍時の ドリップロス、スポンジ化などの品

質劣化、および加工時の工場排水等の環境負荷に対する問題が生じている。常圧過

熱水蒸気 (以下、SHS)は 100℃以上の高温水蒸気であり、食品の加熱処理の他、乾

燥効果、物性改良効果をあわせ持っていることが分かってきている。本研究はこの

SHSの 特性を応用 し、農水産物のブランチング後の廃液や解凍後の ドリップの低

減、および冷凍解凍時の品質劣化の抑制について検討を行 うものである。

【予定される成果】

・SHSを 用いた新規加工技術の確立

試験研究の方法

ニンジンを lcmの ダイスカットにし、煮熟 10分 、蒸煮 10分 、SHS170℃ で 2、

4、6分 間 (220kg/hr―m2)の加熱処理を行つた。処理前後の重量を測定し、-20

℃で冷凍後、15℃ で 15時 間解凍 したときの ドリップ量を測定して ドリップ率を算

出した。処理後の試料をミキサーでペース ト状にして成分分析を行つた。

(1)糖分析

80%エ タノールを加えてポリトロンで粉砕 して加熱抽出し、上澄液を濾過 して

高速液体クロマ トグラフィーで分析 した。カラムはYDIC‐Pak Polyamine Ⅱ (φ

4.6× 250maを 用い、溶離液は 70%ア セ トニ トリル、示差屈折計(TOSOH

RI‐8010)で分析 した。

(2)遊離アミノ酸

糖分析 と同様に調整 した試料を自動アミノ酸分析計 L-8800で 分析 した。

(3)カ ロテン

アセ トン :ヘ キサン(4:6)を 加えてポリトロンで粉砕 して抽出し、ヘキサン層

をとり、453nmに おける吸光度を測定した。

(4)物性変化

厚さ lcm、直径 1.6cmの 円柱状に成形 した試料について各加熱処理を行つた。
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冷凍解凍後、クリープメーター(RE2‐33005S、 (株)山電)を用いて荷重と除重をそ

れぞれ lmm/sの 速度で 1分 間ずつ行って弾性率と粘性率を測定した。測定には

φ30mmの 円柱状のプランジャー(No.1)を用いた。

3 実 験結果

(1)歩 留まり率および ドリップ率

SHS処 理は煮熟や蒸煮 と比較 して歩留まりが減少する傾向があつたが、冷凍解

凍時の ドリップ発生は煮熟や蒸煮と比較 して少なかつた (表1)。

(2)物 性変化

SHS 4分 処理品は煮熟と蒸煮に比べて総弾性率が10%以 上高くなり、また総粘

性率も大きくなっていることから SHS処 理が解凍時の物性向上に寄与することが

わかつた (表1)。

(3)成 分分析

SHS処 理品は煮熟や蒸煮 した試料 と比較 して糖およびアミノ酸含量が40%以 上

多く含まれていた。
一方でカロテンの含有量は処理方法によつて大きな差は認めら

れなかった (表1)。

表 1各 加熱処理を行つたニンジンの解凍後における比較

SHS 17眈
生  煮 熟 10/1蒸 煮 10分

2分       4分       6分

加熱処理後の歩留まり (%) 98.4     92.6      90.9     82.7     73.6

解凍後のドリップ率   l° /On       15.3   5.9   8.4 2.8       1.0       0.5

総弾性率 (Pa)       1.50E+06 1.72E+06 1.50E+06 1.76E+06 189E+06 1.58E+06

総粘性率 __ _     ( P a . s )    1 . 4 8 E + 0 7 1 . 7 7 E + 0 7 1 . 7 1 E + 0 7  1 . 9 9 E + 0 7 3 3 5 E + 0 7 5 . 2 6 E + 0 7

Ttv=-z %)
7)rrl--7 (%)
7rtr-7 %)

0.9     0.7     0.7 10        1.0        1.0

0.9       0.7       0.6        1.2       1.1       1.1

39       2.8       1.9 4.5       4.1       5.2

全遊離アミノ酸 (mg/100g1    422.7  298.9  203.4   468.5  489.5   511.3

力ロテン         (mノ 100g)    119    13.6    17.1    14.3    18.1    17.0

'SHS l■
℃ 4分処理と煮熟 10分処理力ヽ まぼ同品質    ★ SHS:220kg/hr― m2

4 要   約

SHS処 理によつてニンジンの水分が減少 して歩留まりが低下するが、冷凍解凍

時の ドリップが減少すること、冷凍解凍時に硬さが保持されて食感が改善している

ことがわかつた。また、水分減少によつて糖 とアミノ酸が濃縮され、生と比較 して 10

%、 煮熟と比較 して 40%高 い結果となった。

(民間共同研究 :株式会社ズコーシャ)
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北海道産各種コンブの有効成分解析 (H16)

食品開発部水産食品科 田 中彰 錦 織孝史

研究の目的と概要

北海道産のコンブは乾燥 。整形 。包装等簡易加工処理後、本州のコンブメーカー

で佃煮等の最終製品となる場合が多く、北海道内での高付加価値生産は進んでいな

い。高付加価値製品の商品化には各種コンブの原料性状の把握が必要なため、道産

コンブに含まれる遊離アミノ酸やマンニ トール等の成分をリシリコンブやマコンブ

等の種類ごとに解析 し、北海道産コンブの高付加価値製品原料としての特性を活用

した商品化をはかることとした。

【予定される成果】

・北海道産海藻を利用 した高付加価値製品開発の促進

試験研究の方法

道内産海藻 8種 類 (マコンブ ・リシリコンブ ・ホソメコンブ ・ナガコンブ ・ラウ

スコンブ ・ミツイシコンブ ・スジメ ・アイヌワカメ)の 一般成分 (水分、タンパク

質、脂質、灰分)、海藻の味に関与する遊離アミノ酸、マンニ トールを分析 し、食品

原料としての適性を把握 した。水分は常圧加熱法 (105℃、 5時 間)、タンパク質は

ケルダール法、脂質は酸分解法、灰分は乾式灰化法、マンニ トールはHPLC法 (80%

エタノール抽出)、遊離アミノ酸はアミノ酸分析計 (80%エ タノール抽出)に よりそ

れぞれ分析 した。

実験結果

海藻独特の甘みに関与するマンニ トールはマコンブ (天然)8.7%、 ラウスコンブ

3.9%、リシリコンブ 3.8%、ミツイシコンブ 3.6%、ナガコンブ 2.5%、その他の海藻

では 1%以下の含有量であった (表1)。海藻の旨味に関与する遊離アミノ酸のグルタ

ミン酸はマコンブ (天然)291.2mg/100g、ラウスコンブ 245。9mg/100g、ミツイシコ

ンブ 125.lmg/100g、その他の海藻では 100mg/100g以下の含有量であった (表2)。

海藻の甘みに関与する遊離アミノ酸のアラニンはミツイシヨンブ 19.lmg/100g、マ

コンブ (天然)18。9mg/100g、その他の海藻では 10mg/100g以下の含有量であつた (表

2)。 遊離ア ミノ酸の総量 はマ コンブ (天然)454.7mg/100g、ラウス コンブ

377.7mg/100g、ミツイシコンブ 215.3mg/100g、ナガコンブ 132.6mg/100g、リシリコ

ンブ 130.8mg/100g、その他の海藻では 50mg/100g以下の含有量であつた (表2)。
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表 1 各 種海藻の成分

マコンブ(養殖)90.0  0.7
リシリコンブ   82.3   0.9
ナガコンブ 84.5      1.2

マコンブ(天 72.9 1.5(5.6 0.5(1.7)   4.6(17.1)

0.1(1.4)   2.7(27.1)

0.3(1.7)  3.2(17.8)

0.2(1.2)  2.7(17.6)

0.9(8.9)  1.8(16.8)

0.2(1.6)   3.5(29.6)

0.3(2.1)   3.6(24.8)

0.2(1.2)   3.0(21.8)

7 . 4 )

4 . 8 )

7 . 8 )

8.7(32.2)

0.5(5.3)

3.8(21.5)

2.5(16.1)

0.4(3.4)

3.9(32.2)

3.6(24.5)

0 . 1 ( 1 . 0 )

ホソメコンブ   89.5   1.6(15.6)
ラウスコンブ  88.1   0.8(7.0)
ミツイシコンブ  85.5   1.1(7.4)
スジメ 8 6 . 2   1 . 9 ( 1 3 . 5 )

アイヌワカメ   82.8   2.3(13.3)  0.2(1.0) 3.2(18.3)  0.2(1.0)

カッコ内は無水物換算値

表 2 各 種海藻の遊離アミノ酸

マコンブ(天然)
マコンブ(養殖)
リシリコンブ
ナガコンブ
ホソメコンブ
ラウスコンブ
ミツイシコンブ
スジメ

アイヌワカメ

2912

24.2

890

807

4 9

245.9

125.1

2.1

0 . 7

1 1 3 6

7 3

22.6

374

1 . 6

86.9

22.5

1 . 6

0 . 7

1 8 , 9

6 . 0

3 . 5

3 . 8

2 . 0

8 . 8

1 9 . 1

8 . 7

6 . 6

1 0 9

24

3.8

27

19

18.2

23.3

3.1

0 . 6

20.0

6 . 8

1 2 . 0

7 . 9

4 . 9

1 7 . 8

25.3

9 . 4

8 . 0

454.7

46.6

130.8

132.6

1 5 . 2

377.7

215.3

24.9

1 6 . 6

4 要   約

海藻の高付加価値製品の商品化では、製品品質の重要な要素となる呈味性 (味)

を客観的かつ科学的に品質管理できるかが重要となる。これまで海藻の品質管理は

人間の五感に依存 していたが、上述したマンニ トール、グルタミン酸、アラニン等

の呈味性に関与する成分値が客観的な評価指標 となりうると考えられた。

共同研究機関 近 海食品 (株)

スパラギン酸 ア ラニ:

- 2 1 -
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もち米加 工品の硬化 防止技術 改善 に関す る試験研 究    (H16)

食品開発部農産食品科 中 野敦博

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

大量生産型の和菓子工場では、おはぎ等もち米加工品を冷凍保管することで繁忙

期に備えている。冷凍されたもち米加工品は、解凍後の低温度帯 (0～10℃)で 経

時的にデンプンが硬化 (老化)し 、食感を著しく損ねてしまうため、β
‐アミラーゼ

または糖類等の硬化防止剤を添加することで日持ちを向上させている。 しかし、お

はぎのような製品では、米粒の形状を保持させながら硬化防止剤を中心部まで注入

することが困難なため、一部不良品 (米粒中心部が硬化 した製品)が 発生する問題

が生 じている。本研究では、おはぎ製造工程を見直し、硬化防止技術を改善するこ

とにより、もち米加工品の品質向上を検討する。

【予定される成果】

。高品質な冷凍もち米加工品の製造法

試験研究の方法

(1)おはぎ生地配合 :原料もち米 (はくちょう)1280gに 対 して、砂糖 500g、塩 4g

の配合で添加 し、最終製品が 3000gに なるように加水量を調整 した。硬化防止用酵

素は、β
‐アミラーゼ製剤 (ニューモチエース‐100、理研ビタミン (株))を 用いて、

最終蒸 し工程の後に生米に対 して 0.5または 1.0%を添加 した。

(2)冷凍おはぎ生地の作製 :共同研究機関の方法でおはぎ生地を作製 し、急速凍結後、

試験を行 うまで‐20℃で保管した。

(3)分析評価 :冷凍おはぎ生地を冷蔵庫 (5℃)で 解凍後そのまま保管し、24時 間毎

に経時的にサンプリングし、一粒づつクリープメーター ((株)山 電)を 用いて 50%

圧縮試験を行い、計 15粒 の最大荷重を平均することにより物性評価 した。官能評

価は、共同研究機関が自社基準で行つた。硬化防止用酵素の反応は、基質であるデ

ンプンの分解により生成する麦芽糖を、ネルソンーソモギー法で還元糖 として測定

することにより分析 した。

実験結果

表 1に示 した試験区で、おはぎ生地を作製 し評価を行つた。一度蒸 し (蒸し工程

が 1回 )の おはぎ生地は解凍直後からやや硬 く、製品として適当ではなかつた。二

度蒸 し (蒸し工程が 2回 )の おはぎ生地は一度蒸 しよりも軟らかく推移 し、 3日 後

まで柔らかさを保持 した。このことから硬化防止剤無添加でも、三度蒸 し工程を行

うことで、賞味 (消費)期 限は解凍後 2日 間程度と短いが、冷凍おはぎのやわらか
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さが保持 され ることが示 され た。

β
‐アミラーゼ製剤添加区では、一度蒸 しおよび三度蒸 し工程にかかわらず保管期

間中で柔らかさを保持 した。酵素濃度は、最大荷重に影響を及ぼさなかったが、3

日日以降は、酵素反応の進行により、おはぎ生地中の米粒表面が崩壊 し、べたつき

感が生じた。還元糖量は酵素添加量に比例 して多くなることから、製品中の還元糖

量を測定することで酵素反応をモニタリングでき、品質管理が可能となると考えら

れた。

1-3

2-1

2-3

t冷凛おはぎ生地を解凍後、5℃で保管し、経時的に評価した

評点:1-硬い.2-やや硬い,3-普通,4-やや軟らかい,5-軟らかい

Э
側
恒
Ｋ
哨

1500

1250

1000

750

500

250

0

一 一度蒸じ―酵素0.5%

・ 一 度蒸し一酵素1.0%

― 一度蒸し―無添加
一歩一二度蒸し―酵素05%

|‐二度蒸し―酵素10%

十 二度蒸し―無添加

0 4

解凍後の経過日数(日)

図1お はぎ生地の硬さ

4 要  約

冷凍おはぎ製造工程で、三度蒸 し工程を導入することで無添加でも硬化防止が

可能であることが示された。β
‐アミラーゼ製剤添加でも硬化防止が可能であるが、

過剰に反応が進行すると品質劣化につながった。酵素反応は製品中の還元糖を測

定することによつてモニタリング可能であつた。

―-23-―
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北方系機能性担子菌類 のカロエ方法の開発研究   (H16)

応用技術部機能開発科 渡 邊治 柿 本雅史

研究の目的と概要

我が国の健康食品市場は 2000年推定で 8,100億円 (前年比 8%増 )で あり、ここ

数年市場は8-9%の 高成長を維持 しており、米国の3兆 円市場を追 う形で今後も

成長が見込まれている。また行政面からも、2001年 4月 に厚生労働省が保健機能食

品制度の改正を行い、個別許可型の 「特定保健用食品」と規格基準型の 「栄養機能

食品」というカテゴリーを作るなど、健康食品産業に対してバックアップ体制が整

えられてきた。

本研究では、様々な機能性が期待できる北方系キノコであるカバノアナタケ

(乃s″″万′θわゴゴσ“)を 始めとする北方系機能性植物の効率的活用の可能性を検

討 し、特に速溶性粉末や錠剤、サプリメン ト等の商品化を目指す。

試験研究の方法

(1)抽 出効率の検討

(株)リ ンクス社が加工した 5種 類のサンプル (粉砕物粗め、粉砕物中程度、粉

砕物微細、抽出乾燥物、加工粉末)を 60℃ 2時 間の条件で水抽出し、その抽出液の

凍結乾燥物重量より抽出効率を調べた。なお抽出乾燥物とはカバノアナタケ抽出液

を天 日乾燥 したものであり、加工粉末とはシクロデキス トリンを核として抽出液を

その表面にコーティングしたものである。

(2)抗 酸化活性試験

上記試験において得られた抽出液の抗酸化活性をDPPH法によつて測定した。DPPH

法は 「食品の機能性評価マニュアル集」の測定法を一
部改変して用いた。以下にそ

の方法を要約する。試験管に200 μ M DPPH(1,1-dipheny1 2 picrylhydrazyl)を300

μl分注し、これに蒸留水 150 μ lと 0.2M MES緩衝液 (pH6.0)150 μ lをカロえる。さ

らに前述の方法で得た試料抽出液 aμl(今回は全ての試験で試料を0、15、30、60、

120 μ lとした)と 50%EtOHを (600a)μ lを加え、分析試料添加約 20分後に吸光

度 (UV 1200,島津製作所)A520を測定した。このデータを基にラジカルを50%消 去

す る量 (Radical Scavenging COncentration 50%)をRC50(μ g/ml)と して 算 出 し、

抗酸化活性の指標 とした。RC50は数値が小さいほど抗酸化活性が強いことを意味す

る。

実験結果

(1)抽 出効率

5種 類の粉末からの抽出効率の結果は表 1の とおりであつた。粉砕物の粉砕度合

いはその抽出効率には大きな影響を与えなかった。抽出乾燥物は本来 100%の抽出

効率になるはずであるが、72.1%とかなり低かった。これは恐らく加工段階で出た
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不溶物の混入や重合による難溶性物質への変化に起因するものと考えられた。加工

粉末の抽出効率は抽出乾燥物に比べ極端に低く、シクロデキス トリンの表面と内部

での溶解性の違いが影響 していると思われる。

粉砕物 抽出乾燥物  加 工粉末

粗め 中程度

抽出効率 (%) 7.88 8.47 72.10 18.88

(2)抗 酸化活性

図 1に 抗酸化活性の測定結

果を示 した。60℃の水に懸濁

した粉末の抽出効率 とその

RC50との間には累乗方程式に

おいて相関関係が成 り立って

お り (r2=0.993)、抽出効率

を高めた加工粉末、および抽

出物乾燥品が高い抗酸化活性

を示 した。
乾燥物 加 工粉末

要  約               図
1 各 カバノアナタケ粉末の抗酸化活性

担子菌類に豊富に含まれている多糖類 (食物繊維)は 、β―グルカンを代表に様々

な機能性に寄与していると考えられているが、この多糖類は高温で処理すると分子

の 3次 元構造が変化して免疫賦活作用が低下するとも言われている。そのため抽出

工程は高温を避けた条件が求められる。また、カバノアナタケの持つ抗酸化活性の

中心成分は過去の当センターの研究成果などから、水溶性 リグニンであることが解

つている。そのため今回、水溶性 リグニンの低温での抽出効率を高めることを主眼

に、研究を行った。その結果、抽出効率は粉砕サイズを変えるより、一度抽出した

ものを乾燥処理 し溶媒 (水)へ の溶解性を向上させたものの方が成績が良く、同時

に抗酸化活性も高い値が得られた。

(共同研究機関 :(株 )リ ンクス)
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タマネギ発酵酒の研究開発 (H16)

食品バイオ部発酵食品科 田 村吉史 橋 渡 携  吉 川修司

研究の目的と概要

北海道産タマネギは、豊作と輸入品の増加、BSE問 題で牛肉の消費が低迷 した

ことによるあお りを受けての消費低迷などにより、産地廃棄が生じている。このた

め地場産タマネギの有効な利用方法が望まれている。北海道立オホーック圏地域食

品加工技術センターでは、タマネギ搾汁液から乳酸発酵飲料の検討を行った。昨年

度、当センターではタマネギの乳酸発酵飲料に酵母を作用させた玉ねぎ酒の検討を

行っている。いずれも飲料としては香 りに難点があることが指摘されている。

タマネギは近年の健康食品ブームの中で、その健康機能性が注目され研究が進ん

でいる。タマネギに含まれる硫黄化合物、ケルセチンなどの研究が大学及び民間企

業などで進んでいる。

そこで本研究では、タマネギ搾汁液からタマネギ酒を作製する工程を検討 し、タ

マネギ風味を残 しつつも、タマネギ臭さを抑えたタマネギ酒の製造方法を検討 した。

【予想される成果】
・タマネギの需要拡大

。タマネギ酒の商品化

試験研究の方法

タマネギ搾汁液はグリーンズ北見いより入手して用いた。搾汁液から非加熱によ

る遠心分離、90℃ ,lo分の加熱による遠心分離、オー トクレーブによる滅菌処理後

ろ過の 3種 類の方法で浮遊物を除去した。加熱処理 し沈殿を除去した搾汁液を用い

てZαθゎ比d〃霞力ιルθ′た御 、二“ゎら“ノ〃γs aciの力〃器 、Zαθゎらαε′〃雰θぷθノsubsp`齢θ′、

Zαθ′οらαθ′〃zs  de′br,た:′  subsp  bγ′″gα′ノθ″s、  Zαθ′οθθιθ"s  lac′お  subsp  crθ″ο′お、

Z“ゎbaダ〃γs SK Ⅱ 、Z“ゎθθθc"S わθ′お subsp diacθク勉θ′お、S″″わθθεθ"S Sα″ソα″′"s

subsp.励θ'隅カブルs、Zαθゎθοθ̀ガ ルθ′″s subspわε′お、Zαιゎらαε′〃“s′滋4rar″″HoKKAIDO、

Z“ θ′οs′οθ ″θsθ“″0'αes、 Zαεゎらαεノ〃夕s br`ッお、 二ὰ′θbαε′〃γs′′α“̀α″夕″、 Pθグ′0`οὲ"s

pθ4ras“θ需 の 14種類の乳酸菌により乳酸発酵を行い、生育が良好で風味の良い乳

酸菌を選抜 した。また、きょうかい酵母清酒用 701号、きょうかい酵母ぶどう酒用 1

号、フイン用酵母 ECll18の 3種 類の中から風味の良い酵母を選抜 した。タマネギ

酒は、アルコール分が 10%程度になるように補糖 した搾汁液をオー トクレーブ処

理 した後沈殿を除去し、乳酸菌による発酵を行い次いで酵母による発酵を行つた。

実験結果

タマネギ搾汁液の処理では、非加熱及び 90℃,10分で遠心分離を行 うよりもオー

トクレーブ処理を行つたものは、沈殿物が凝固し除去が容易であり、香 りが加熱に

よリロース トしたタマネギ臭に変化することから良好な処理方法であると判断 し
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た。各種乳酸菌による発酵では ZαθわらαθJ〃夕s `″θブ、Zθγθθ″“わ̀  縦 影′″θ′dθs 、

Pι″οιοεε"s′̀ ″鰐αθ̀雰 の 3菌 株を生育状況などから選抜 した。酵母はいずれも発

酵は順調であつたが、香 りが低減 された ECH18を 選抜 した。上記乳酸菌 3種 類に

よる茅L酸発酵後に酵母を添加 しアルコール発酵 したときのアルコール量の変化を図

1に 示 した。乳酸菌無添加区は初期のアルコール生成が若干遅れたが、最終アルコ

ール濃度は最も高くなった。乳酸菌添カロ区ではZιγθοれのわθ “̀ Sι″″θ′Jθsが 初期に

遅れが見られたが最終的にはほぼ同じアルコール濃度となつた。乳酸菌の添加によ

り最終アルコール濃度が低下する傾向が見られた。

― 乳酸菌懸 加

I  Lactobaci:lus casei

警 PediococcuS pentosaceus

Leuconostoc mesentroldes

6

発酵期間(日)

食
）撻
礫
ミ
Ｉ
Π
ミ
ト

図 1 タ マネギ酒の発酵によるアルコール量の変化

表 1に各種タマネギ酒のアルコール濃度とpHを 示 した。アルコール濃度は乳酸

菌無添加区が最も高く次いでZ`ν̀θκ“′“ ″θsι″″θノαθs区 となつた。乳酸菌を作用

させた区はpHの 低下が見られた。風味は乳酸菌の添力日の有無により大きく異なり、

乳酸菌添加区はさわやかな酸味が感 じられた。また、乳酸菌の種類により若千風味

に違いがある。本試作のタマネギ酒は、オー トクレーブによる強熱によリロース ト

した風味となり、乳酸菌と酵母による発酵でさらに臭いの低減 と風味の改善を行つ

たことで飲みやすさを改善することが出来た。

表 1 試 作タマネギ酒のアルコール量とpH

アルコール濃度(%) pH

乳酸菌無添加 10.3 4.68

Lactobacillus casei 8.2 3.86

Pediococcus pentosaceus 8.5 4.04

Leuconostoc mesentroides 8.9 3.88

4 要 約

オー トクレーブによる強熱、選抜した乳酸菌による乳酸発酵、選抜した酵母によるアル

コール発酵により、臭いの低減と風味の改善を行い、タマネギ酒の飲みやすさを改善した。
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ア ロニアを用いた果実酒 な どの加 工品の開発 (H16)

食品バイオ部発酵食品科 田 村吉史 橋 渡 携  吉 川修司

研究の目的と概要

大滝村では、平成 13年 度に村としてアロニアを奨励作物に指定して産地化を図

り、本年度には約 3000kgの 収穫が予想 され、その加工利用方法の確立が必要とな

つている。当センターでは、平成 10～ 12年度に農林水産省の受託研究として 「ア

ロニアの食品加工利用に関する研究」を、平成 14年 度には大滝村との共同研究で

「アロニアを用いた新規食品の開発」を行い、アロニア搾汁残澄からの食酢製造を

検討 している。 さらに平成 16年 には当センターの研究発表会において 「搾汁残澄

を利用したアロニアパンの製造」について研究発表を行っている。近頃、アロニア

はマスコミに取 り上げられ、関心はますます高まってきている。本共同研究ではア

ロニア果実酒及び凍結乾燥粉 (FD粉 )によるカロエ食品の試作を行い、その評価など

を行って商品化を目指すことを目的としている。アロニア果実酒では、果実濃度、

アルコール発酵条件などを検討 し、FD粉 利用ではうどん及びそばへの適正配合量

を検討 した。

【予想される成果】
・アロニアを用いた果実酒の商品化
。アロニア粉末の配合されたそば 。うどんの商品化
・アロニア加工品の多様化

試験研究の方法

アロニア果実酒の果実は、凍結保存果実を解凍し、チョッパーによる破砕を行い

使用 した。果実酒は果実 50%、 20%補 糖 (含水ブ ドウ糖による)を 行い、沸騰水浴

中で 1時 間の加熱処理の有 り及び無し、発酵温度 15℃及び 30℃ により行った。酵

母はワイン用酵母を用いた。発酵後 PF酒 袋に入れ、無加圧でろ液を回収 し、加熱

殺菌処理 した。

アロニア全粒 FD粉 を用いたそばへの添カロ試験では、手打ちによるそば製造 (二

人そば)で 0～ 5%ま での添加を行い打ちやすさ及び食味を比較した。アロニアそ

ば乾麺の作製ではアロニア粉末 5%配 合でそば粉 :小麦粉=50:50の 機械製麺

を行った。

実験結果

アロニア果実酒の発酵によるアルコール量の変化を図 1に 示 した。15℃ 及び 30

℃発酵区のいずれでも加熱処理の差によるアルコール生成量の早さに差は見られな

かつた。15℃ 発酵区では発酵時間はかかるが、順調に発酵が進んだ。30℃ 発酵区

は 13日 間、15℃発酵区は 20日 間で発酵を終了したところ、30℃ 発酵区では残糖

分がなく辛回の果実酒に、15℃ 発酵区では残糖分があることから若干甘味が残る
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果実酒 となった。色は加熱処理区が赤 ワインに近い色 とな り、非加熱区はロゼ ワイ

ンに近い色 となった。香 りは非加熱処理区が果実の香 りをよく残 してお り、特に非

加熱 15℃発酵区は良好な香 りであった。

一 加熱3 0℃発酵

― 加熱1 5℃発酵

15

発酵期間(日)

図 1 ア ロニア果実酒の発酵によるアルコール量の変化

FD粉 の手打ちそばへの配合割合を表 1に 示 した。アロニアは色が濃いことから

使用する道具への着色をもつとも懸念 していたが、それ らが全く起きないことが確

認 された。また、ゆで汁への溶出もほとんど起きないことから有効な利用方法であ

ることか示された。FD粉 の添加量の増加 と共に麺の色調は紫色が濃くなり、風味

は雑穀臭が減少 した。5%の 添加でも酸味が強くなることはなく良好な食味を有 し

ていた。 しかし、FD粉 であるため吸水 しやすく、素早く全体へ混合しないと団子

になりやすいので注意が必要であつた。機械製麺においても、使用機械に着色は起

きず良好に製麺が可能であり、乾燥も良好であつた。いずれの製麺方法でも通常よ

り若干加水量を増す方が製麺し易かつた。FD粉 5%配合アロニアそば 100gは、約 25

粒のアロニア果実を含んでいる。

表 1 ア ロニア手打ちそばの配合割合

対照区 1%区 2%区 3%区 4%区 5%区

そば粉 80 80 80 80 80 80

小麦粉 20 20 20 20 20 20

水 50 30 30 30 30 30

アロニアFD粉 0 1 2 3 4 5

要約

アロニアを用いた果実酒を作製 した。発酵は 15℃、30℃ いずれも順調に進行 し

た。加熱処理の有無により色と香 りに違いが生じた。FD粉 配合そばでは道具への

付着もなく良好に製麺可能であり、ゆで汁への溶出も少なく食味も良好であつた。

25

。護…非加熱30℃発酵

非加熱15℃発酵
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1-6 受 託試験研究

アク リルア ミ ド生成 を抑制す るバ レイ シ ョ加 工法の開発

食品開発部農産食品科

応用技術部プロセス開発科

(H15～ 16)

中野敦博

清水英樹

田中常雄食品開発部

研究の目的と概要

バレイショなど炭水化物を多 く含む食材を高温加熱 して加工 した食品に、有害

物質といわれているアクリルアミドが生成されていることが知られている。食品に

含まれるアクリルアミドの人体に対する影響はこれまで報告されていないが、国内

最大のバ レイショ産地である北海道の農業および関連製造業への影響が懸念 され

ている。このことから、より安心な製品を提供するために、アクリルアミド生成を

抑制する加工法を開発する必要があると考えられる。本研究では、アクリルアミド

生成に及ぼすポテ トチップ加工条件の影響を検討 し、その低減化法を開発すること

を目的とする。

【予定される成果】

・アクリルアミド生成を抑制 したポテ トチップなどの加工技術の開発

試験研究の方法

(1)試料および貯蔵法 :(独 )北農研および鹿児島県農試の トヨシロを、16℃で貯蔵

して試験に供試 した。

(2)ポテ トチップ作製法 :トヨシロ4個 を剥皮 し、基部から頂部に向かつて縦方向に

2つ 割 り後、1.3mm厚 程度 (6～8枚 づつ (計30枚 前後))の スライス状にカット

した。次に、スライス片を蒸留水またはクエン酸緩衝液 (2L)中に 100秒 間浸漬 し、

撹拌下のもと30～70℃に加温 しながら表面を水洗 した。表面に付着 した水分を除去

した後、綿実油を用いて 180℃で 90秒 間フライすることでポテ トチップを作製 し

た。

(3)減圧フライヤーおよび過熱水蒸気装置による作製 :(2)で作製 したスライス片を、

減圧フライヤー ((株)佐 久間製作所)お よび過熱水蒸気 (三浦工業 (株))を 用い

てポテ トチップを作製 した。

(4)アクリルアミド分析法 :(独)食 品総合研究所の方法に準じて、ポテ トチップ中

からのアクリルアミド抽出およびジブロモ誘導体化処理を行った。内部標準物質と

してアクリルアミド‐d3を 用いて、ガスクロマ トグラフィーー質量分析計で測定し

た。

実験結果

食品中のアクリルアミド生成には、メイラー ド反応が関与していると報告されて
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いる。メイラー ド反応は、低 pHで 進行が抑制されることが知られてお り、スライ

ス片水洗工程で水洗液 pHを 低下させたところ、水洗温度 30～60℃ではアクリアミ

ド生成は低減化されなかったが、70℃では pH4.5以 下でアクリルアミド生成は抑制

された (図1)。水洗温度 70℃における低 pH処 理が食味 (酸味)に 及ぼす影響を

調査 したところ、pH4.0お よび 4.5の水洗液処理では 「かすかな酸味の増加」が感

じられ、pH3.0で は 「はつきりと酸味の増加」が感 じられるとの評価であった (表

1)。このことから、低 pHの 水洗処理 (70℃)で ポテ トチップの酸味は増すが、ア

クリルアミド生成は抑制可能であることが示された。

加工装置別のアクリルアミド生成を調査 したところ (図2)、減圧フライヤーでは

加熱温度を大幅に低下させることが可能なことから、100℃でアクリルアミド生成

は激減 した。過熱水蒸気装置では、
一般的な常圧フライヤーと同等のアクリルアミ

ド生成量であつた。

。 水 洗温度30℃

t      ″   40°C

A      〃   50℃

▲―一   ″   60'C

―   ″  70℃

3.0      4.0      50      60

水洗液pH

蒸留水

図1水 洗温度およびDHの 併用効果(水洗時間100秒)
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わからない
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59.5

4 . 3

2 _ 3

常圧フライヤー180℃ X90sec

減圧フライヤー120℃ X10mh

″    loo℃ x lomin

過熱水蒸気装置180℃×6mh

″     150℃ X3min

*:対照品(蒸留水・水洗区)と比較した酸味の増加について、

パネラー42名で食味試験を行うことにより評価した

1      10     100    1000   10000

アクリルアミド(μg/kg)

図2加 工装置別のアクリルアミド生成量

4 要  約

ポテ トチップ製造工程で、①スライス片の水洗温度を65℃以上、②水洗液 pHを

4.5以 下 (ただし水洗温度 70℃以上)、③減圧フライヤーを用いてフライ温度を

120℃以下にすることで、ポテ トチップ中のアクリルアミドの低減化は可能であつ

た。

(共同研究機関 :(独)北 海道農業研究センター、(独)食 品総合研究所)
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1 平 成 17年 度事業概要

1-1 試 験研究

事 業  名 食品加工研究センター試験研究費(企画振興部予算計上)(道単 3～ )

的目 本道食品工業の振興を図るため、企業等の技術課題に対応 した試験研
究やバイオテクノロジー等先端技術の導入必要な試験研究を推進すると
ともに、産学官連携や企業等との連携により事業化 。実用化に結びつく
研究開発を実施するほか、試験研究等に必要な備品の整備を図る。

事業の概要 1 -般 試験研究費
道内食品企業等の技術ニーズや技術革新の進展に的確に対応するた

め、食品加工に関する総合的な試験研究を実施する。
2 重 点領域特別研究費

道立試験研究機関研究開発方針にに示されている研究開発の重点方

向に対応する事業化 ・実用化に結びつく試験研究を産学官の連携等に

り実施する。
3 民 間等共同研究費

民間企業等と連携 し、それぞれのノウハウを持ち寄り相乗的な研究

成果を得るため、北海道共同研究規程に基づき共同研究を実施する。
4 外 部資金等活用研究

国や独立行政法人等が公募する研究開発事業を積極的に活用 し、本
道の研究活動の活性化を図る試験研究を実施する。

5 受 話試験研究費
道の施策や行政ニーズを踏まえ、国や独立行政法人、企業等からの

委託により、その成果が地域経済の発展や道内食品工業の振興に資す
る試験研究を実施する。

6 試 験研究用備品整備費
試験研究及び技術支援に必要な備品の整備を図る。

担当部課係 食品加工研究セ ンター企画調整部総務課企画係 (■ OH-387-4113)

1-2 技 術支援

事 業  名 技術指導事業費(道単 3～ )

的目 食品製造企業等の技術力の向上、製品の高付加価値化及び技術者の育
成などを支援するため、技術講習会や移動食品加工研究センターの開催、
現地技術支援などを行 うとともに、研究成果や食品加工の情報等を広く

提供する。

事業の概要 1 技 術講習会の開催

食品加工に関連する基礎および応用技術、新しい製造技術、関連す
る機械工業などについて、外部講師 (大学、試験研究機関、民間企業
等)に よる講義やセンター機能を活用した研究職員による実技講習を

行 う。
2 移 動食品加工研究センターの開催

食品加工研究センターの研究成果の普及や事業の紹介のための展示

会や個別技術相談並びに現地技術支援を実施する。
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3 食 品工業技術高度化対策指導事業
企業等からの依頼を受けて研究職員を派遣 し、新製品や新技術開発

についての支援を行 う。
4 食 品品質管理向上支援事業

(1)食 品微生物管理技術講習会

食品加工施設等における品質 ・衛生管理技術の向上を図るため、

実践的な専門講習を行 う。

(2)食 品品質管理技術向上支援事業

食品加工施設等における品質 。衛生管理技術の向上を図るため、

研究職員が工場等に出向き、微生物管理等の状況について把握する

とともに診断等を行い、企業等の実態に応 じた技術支援を行 う。
5 研 究成果発表会の開催

食品加工研究センターの研究成果を発表 し、企業等への成果普及を

図る。
6 技 術情報の提供

食品加工研究センターの研究成果の情報提供や情報交換を行 うとと

もに、業務内容等を広 くPRす る。
・事業計画、事業報告の発行  。 要覧、 リーフレッ トの作成
・情報誌 「食加研だより」の発行等

食品加工研究センター企画調整部技術支援課研究普及係 ・相談指導係 ・

主査 (情報管理)、総務課企画係 (TEL OH 387 4114・4115。4113)

1-3 依 頼試験 ・設備使用

事 業  名 依頼試験費 (企画振興部予算計上)(道単  3～ )

目 的 道内企業等の新製品開発や新技術の導入を支援するため、依頼を受け
て試験または分析を行 うとともに、設備機器等を開放する。

事業の概要 依頼試験分析

企業等か ら依頼を受け試験または分析を行 う。

依頼試験分析 の主な もの

名 称 手数料 (1件 ごと)
一

般生菌数 8 , 7 0 0円

p H測 定 2 , 4 0 0円

灰分分析 4,2 0 0円

ア ミノ酸組成分析 5 5 , 9 0 0円

成績書の謄本 5 6 0円

設備使用

食品加工研究センターの設備、機器等を企業に開放する。

【設備使用の主なもの

名 称 使用料 (1台 ごと)

最初の 1時 間 2時 間日以降(lH毎)
力
ヾ
スクロマトク

゛
ラフ質量分析計 9 ,  5 2 0円 2 ,  4 4 0円

真空凍結乾燥機 2,6 2 0円 26 0円

担当部課係 食品加工研究センター企画調整部技術支援課研究普及係 。相談指導係

(TEL O H  3 8 7  4 H 4・4115)
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2 試 験研究

2-1 試 験研究課題一覧

(1)食 品開発部 (7課題)

(2)応 用技術部 (5課 題)

試 験 研 究 課 題 名 研究区分 実施年度 備 考

1 道 産有用微生物 を利用 した新規食 肉製 品の開発

2 農 産加工副産物 に含 まれ る機能成分 を活用 した新規健康食

材の開発

3 道 産 ソバ粉 を用いた機械製麺 に関す る研究

4 道 産褐藻類に含まれるカロテノイ ド色素の検索と機能性評価

5 水 産加工における常圧過熱水蒸気処理装置システムの開発および

新規食品の開発

6 道 産食材 の機能性 を活 か した新規加 工食 品の開発

7 ダ ッタンソバの安定生産 と製品の開発による産地形成支援

一
般試験

一
般試験

一
般試験

一
般試験

重点領域

重点領域

重点領域

16-18

17～ 19

15-17

17-18

17-18

16-17

16-18

新規

新規

新規

試 験 研 究 課 題 名 研究区分 実施年度 備 考

1 食 品乾燥の高効率化技術に関する研究

2 エ クストルーダによる農産物を用いた新規スナック菓子の開発

3 道 産キノコ類の抗酸化性などの保健機能性に関する研究

4 発 酵魚肉ペース トの食味および発酵の改良に関する研究

5 光 触媒機能評価システムの構築および活用製品の開発

一
般試験

一
般試験

一般試験
一

般試験

重点領域

16-17

16-17

17-18

16-17

17-19

新規

新規

(3)食 品バイオ部 (8課 題)

試 験 研 究 課 題 名 研究区分 実施年度 備 考

1 水 産乾物の品質管理のための菌叢解析

2 食 品カロエ廃棄物の処理に関するシステム技術の開発

3 麦 汁を用いた乳酸発酵飲料および ビール ビネガーの開発

4 道 産ワイン由来新規乳酸菌の実用化―赤ワイン添加醸造試験

5 酒 類の製造工程による香味変化の解明とその防止法の開発

6 ラ ク トバチルスプランタラムHOKKAIDO株を用いた機能性豆

平Lヨーグル トの製品化

7 風 味と機能性に優れた水産発酵調味料 とそれを活用 した水

産加工品の開発

8 微 生物 ・酵素を利用したネギ類の高付加価値加工品の開発

一般試験
一

般試験
一

般試験
一

般試験
一

般試験

重点領域

重点領域

受託試験

17～ 18

16-17

16-17

16～ 17

16-18

17

16-17

16-17

新規

新規
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2-2 -般 試験研究

試験研究課題名 道産有用微生物を利用 した新規食肉製品の開発

担 当  部  科 食品開発部 研 究  期  間 1平成 16～18年度

担 当 研 究 員 食品開発部 井 上貞仁 ・畜産食品科 川 上 誠

研

究

概

要

近年、食の洋風化、多様化により発酵食肉製品は今後大きな消費量の拡大が見込

める商品である。本研究では発酵食肉製品の製造に適 した微生物を道内で採取、選

抜 して、本道の冷涼、乾燥 した発酵食肉製品製造に適 した気候条件を十分に生かし、

新たな風味を持ち、保存性を兼ね備えた日本人の嗜好にあう食肉製品の開発を行 う。

試験研究課題名 農産カロエ副産物に含まれる機能成分を活用 した新規健康食材の開発

<新 規 >

担 当  部  科 食品開発部農産食品科 研 究  期  間 1平成 17～19年度

担 当 研 究 員 食品開発部農産食品科 大 田智樹 。佐藤理奈 ・山本一史 。中野敦博

研

究

概

要

農産加工副産物には食物繊維の他、ポ リフェノール類やカロチノイ ドなど多様な

機能性成分が多く含まれてお り、肥満や糖尿病などの生活習慣病を予防する健康食

素材 としての利用が期待できる。そこで本研究では農産加工副産物の うち、最も機

能成分の潜在性の高い小果樹や野菜類の加工副産物を中心として生活習慣病予防に

役立つ機能成分を酵素や培養動物細胞を用いて検索 し、農産加工副産物から新規な

健康食品の開発を試みる。

試験研究課題名 道産 ソバ粉を用いた機械製麺に関す る研究

担 当  部  科 食品開発部農産食品科 研 究  期  間 1平成 15～17年度

担 当 研 究 員 食品開発部農産食品科 山 本
一史 。佐藤理奈 。中野敦博 ・太田智樹

研

究

概

要

道産ソバ粉の利用拡大と消費拡大を目的と

把握 し製麺特性 との関連性を解明すること、

検討することにより、ソバ粉含有比率が高く

麺技術の開発を行 う。

して、道産 ソバ粉の各種成分の特性 を

および ソバ粉細菌数低減化についても

、食感が優れ、 日持ちする麺の機械製

試験研究課題名 道産褐藻類に含まれるカロテノイ ド色素の検索と機能性評価<新 規>

担 当  部  科 食品開発部水産食品科 研 究  期  間 1平成 17～18年度

担 当 研 究 員 食品開発部水産食品科 田 中 彰 ・錦織孝史

研

究

概

要

北海道の主要海産物であるコンブなどの褐藻類にはフコキサンチンな どのカロテ

ノイ ド色素が豊富に含まれている。カロテノイ ド色素には様々な機能性があること

が知 られているが、褐藻類のカロテノイ ド色素の機能性についてはほとん ど解明 さ

れていない。本研究では、褐藻類のカロテノイ ド色素の存在状態を海藻毎に明 らか

にし、抗腫瘍や抗肥満などの健康機能に対する効果を検討す る。
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試験研究課題名 食品乾燥の高効率化技術に関する試験研究

担 当  部  科 応用技術部 研 究  期  間 1平成 16～17年度

担 当 研 究 員 応用技術部 熊 林義晃

食品開発部農産食品科

プロセス開発科 清 水英樹

中野敦博

研

究

概

要

本研究は、高品質な乾燥物を低温でも効率良く生産でき

条件下で水分の蒸発が促進 される現象を食品の乾燥技術と

導入方法を見いだすことを目的とする。

る可能性がある、高電場

して確立 し、乾燥機への

試験研究課題名 エクス トルーダによる農産物を用いた新規スナック菓子の開発

担 当  部  科 応用技術部プロセス開発科     1研  究  期  間 1平成16～17年度

担 当 研 究 員 プロセス開発科 清 水英樹 ・食品開発部農産食品科 中 野敦博

応用技術部 熊 林義晃

研

究

概

要

従来からあるスティックタイプのポテ トスナックは乾燥原料から製造 しているた

めジャガイモの風味に乏しい。本試験では、原料に 「茄で」または 「蒸かし」など

の処理を施 したジャガイモなどの農産物をそのまま利用 し、エクス トルーダを用い

て風味豊かなスナック菓子を製造することを目的とする。

試験研究課題名 道産キノコ類の抗酸化性などの保健機能性に関する研究<新 規 >

担 当  部  科 応用技術部機能開発科 研 究  期  間 1平成 17～18年度

担 当 研 究 員 機能開発科 渡 邊 治 ・柿本雅史 ・山田加一朗

研

究

概

要

本研究は、硬質系 ・軟質系を問わずキノコの抗酸化性、血糖値上昇抑制、血圧上

昇抑制な どの保健機能性について研究す ることにより、各種キノコの生食、加工食

品原料 としての価値 を向上させ、市場の活性化や新製品の開発に貢献す ることを目

的 とするものである。

試験研究課題名 発酵魚肉ペース トの食味および発酵の改良に関する研究

担 当  部  科 応用技術部機能開発科 研 究  期  間 1平成 16～17年度

担 当 研 究 員 機能開発科 山 田加一
朗・柿本雅史 。企画調整部技術支援課 濱 岡直裕

研

究

概

要

本研究は、平成14～15年度に実施 した試験研究課題 「道産水産物を原料とするペ

ース ト状発酵食品の開発」において検討 した製造技術を基に、ホッケやサケ、その

ほか貝類など様々な原料を使用 して試験醸造を行い、麹や酵母などの発酵微生物の

面から、食味や風味の問題点を解決するための改善策を検討する。
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試験研究課題名 水産乾物の品質管理のための菌叢解析<新 規>

担 当  部  科 食品バイオ部バイオテクノロジー科 1研 究  期  間 1平成17～18年度

担 当 研 究 員 バイオテクノロジー科 中 川良二 ・能登裕子 。人十川大輔

研

究

概

要

水産乾物は製造する際に殺菌工程を持たず、腐敗 していないにも関わらず菌数が

多いことがあり、出荷に苦慮 している。 し かしながら、熟成工程を伴 う乾物では、

細菌が重要な役割を担っていると推定され、製品の良し悪 しは菌数ではなく、その

種類が重要であると考えられる。そこで、本研究ではミガキニシンを取 り上げ、製

造工程での細菌種を明らかにするとともに、この結果を製造現場での品質管理に応

用し、製品の高品質化を図る。

試験研究課題名 食品加工廃棄物の処理に関するシステム技術の開発―微生物を利用 し

たバイオエネルギー生成及び低減化の最適条件の確立一

担 当  部  科 食品バイオ部バイオテクノロジー科 1研 究  期  間 1平成 16～17年度

担 当 研 究 員 バイオテクノロジー科 能 登裕子

応用技術部 長 島浩二

中川良二 。人十川大輔

研

究

概

要

本研究では、ホタテ貝加工処理残澄を中心とした食品廃棄物の効率的な低減化と

それを原料とした有用物質の生成システムを構築することを目的とし、すでに確立

されている畜産糞尿を原料としたメタンガス生産システムを応用 して、食品加工残

澄を原料に微生物によリバイオエネルギー (水素ガス)を 生成すると同時に廃棄物

の処理を行 うシステムの開発を目指すものである。

試験研究課題名 麦汁を用いた乳酸発酵飲料及びビールビネガーの開発

担 当  部  科 食品バイオ部発酵食品科     1研  究  期  間 1平成16～17年度

担 当 研 究 員 発酵食品科 田 村吉史 ・橋渡 携 ・吉川修司

研

究

概

要

道産地 ビール企業の支援 を目的に、麦汁に各種乳酸菌を作用 させ、最適な菌の選

抜 とその発酵条件 を確立 して麦汁平L酸菌飲料を開発す る。同時に地 ビールを原料に

酢酸発酵を行ってビール ビネガーの製造法を確立する。

試験研究課題名 道産 ワイン由来新規乳酸菌の実用化―赤 ワイン添加醸造試験―

担 当  部  科 食品バイオ部発酵食品科      1研  究  期  間 1平成 16～17年度

担 当 研 究 員 発酵食品科 橋 渡 携 。田村吉史 ・吉川修司

研

究

概

要

道産ワインから分離 した、寒冷地の赤ワイン醸造に適 したマロラクティック発酵

乳酸菌株の生理 ・生化学的性質を詳細に分析 して有望株を選抜する。選抜株を実際

の赤ワイン醸造時に添加活用 して実用化を検討 し、MLFの 管理方法を確立する。
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試験研究課題名 酒類の製造工程による香味変化の解明とその防止法の開発

担 当  部  科 食品バイオ部発酵食品科     1研  究  期  間 1平成16～17年度

担 当 研 究 員 発酵食品科 田 村吉史 ・橋渡 携 ・吉川修司

研

究

概

要

ワイン製造での精密濾過工程で失われる香 りを酵素処理等の方法により吸着を抑

制 して、良好な香 りに富んだワイン製造法を確立し、道産ワインの品質向上を図る。

2-3 重 点領域特別研究

試験研究課題名 水産加工における常圧過熱水蒸気処理装置システムの開発および新規

食品の開発<新 規>

担 当  部  科 食品開発部畜産食品科 研 究  期  間 1平成17～18年度

担 当 研 究 員 畜産食品科 阿 部 茂 。川上 誠

共 同研 究 機 関 閉オサナイメンテナンス ・丸英 トナミ食品工業閉

研

究

概

要

常圧過熱水蒸気処理は従来の煮熟や蒸煮方法と比較 して、歩留まりや食感の改善、

色調改善やエキス損失低減効果があることがわかった。本研究ではこれまで得 られ

た基礎的知見を製品レベルに応用 ・実用化することを目的とし、熱効率などを加味

した過熱水蒸気処理装置システムの開発を行 う。さらに、当該システムをイカ加工

に導入することにより、高品質かつ食品衛生面に優れた新規イカ加工品を開発する

ことを目指すものである。

試験研究課題名 道産食材の機能性 を活か した新規加工食品の開発 ―プロピオン酸菌を

利用 した乳製品の開発―

担 当  部  科 食品開発部畜産食品科 研 究  期  間 1平成16～17年度

担 当 研 究 員 畜産食品科 川 上

食品開発部 田 中

誠 。応用技術部機能開発科 渡 邊

常雄

治

共 同研 究 機 関 (有)十勝 しんむら牧場 。共成製薬い 。北海道大学大学院農学研究科

研

究

概

要

プロピオン酸菌はチーズのスターターなどに利用される有用微生物のひとつであ

り、ビフィズス菌増殖促進機能などの保健機能が知られている。 しかし、プロピオ

ン酸菌を利用 した乳製品はスイスのエメンタールチーズなどに限定されてお り、 1

年以上長期間の熟成が必要なことから国内の利用例は少ない。本研究では道内の乳

素材に由来するプロピオン酸菌など有用微生物を分離、選抜 し、これを利用 した新

規発酵乳、ヨーグル トの開発を検討するほか、ナチュラルチーズの試作を行 う。
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試験研究課題名 道産食材の機能性を活かした新規加工食品の開発―フコイダンを含有

した機能性飲料の開発―

担 当  部  科 食品開発部水産食品科       1研  究  期  間 1平成16～17年度

担 当 研 究 員 水産食品科 田 中 彰 ・錦織孝史 。食品開発部 田 中 常 雄

共 同 研 究 機 関 共成製薬い 。北海道大学大学院農学研究科

研

究

概

要

道産海藻のガゴメに含まれるフコイダンは、原料の保存、乾燥、凍結、乾燥、酸

処理、加熱処理等の低分子化等の構造変化が懸念される。このため、これ らの処理

工程の諸条件によるフコイダンの構造変化を分析するとともに、培養細胞による試

験管レベルの評価系で機能性変化を把握 し、機能性を保持、あるいは高めるために

必要な処理条件の把握 とその製造技術を開発する。

試験研究課題名 ダッタンソバの安定生産 と製品の開発による産地形成支援

担 当  部  科 食品開発部農産食品科      1研  究  期  間 1平成16～18年度

担 当 研 究 員 農産食品科 山 本一史 ・佐藤理奈 。中野敦博 。太田智樹

共 同 研 究 機 関 中央農業試験場 。上川農業試験場

研

究

概

要

ダッタンソバはポリフェノールの一種であるルチンの含有量が多く、その機能性

を活用するためには全粒粉の利用が考えられるが、果皮を含む全粒粉の使用につい

ては細菌数および食味 ・食感に問題があるため、現時点では利用が難 しい状況にあ

る。そこで本研究はダッタンソバの地域特産化を目的として、製粉技術およびダッ

タンソバの持つ有効成分を維持させたまま安定した品質の製品開発を図る。

試験研究課題名 光触媒機能評価システムの構築および活用製品の開発<新 規>

担 当  部  科 応用技術部機能開発科      1研  究  期  間 1平成 17～19年度

担 当 研 究 員 機能開発科 柿 本雅史 ・山田加一郎 ・渡邊 治

共 同 研 究 機 関 工業試験場 。北方建築総合研究所 。林産試験場 。北海道大学

研

究

概

要

光触媒活用製品における各機能 (セルフクリーニング、抗菌 ・防かび、空気浄化、

水浄化)を 総合的に評価するシステムを開発 し、各道立試験研究機関と北海道大学

の連携のもとで、新製品開発を効果的に技術支援するネットワークを構築する。ま

た、防汚機能をもつ建築外装用塗装工法の開発、抗菌 ・防かび機能をもつ食品加工

器具 ・設備、光触媒反応を利用 した新 しい水浄化処理システムや空気浄化機能をも

つ建材等の開発などを行 う。
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試験研究課題名 ラク トバチルスプランタラムHOKKAIDO株を用いた機能性豆乳 ヨーグル

トの製品化<新 規>

担  当  部  科 食品バイオ部バイオテクノロジー科 1研 究  期  間 1平成17年度

担 当 研 究 員 バイオテクノロジー科

応用技術部 熊 林義晃

中川良二 ・能登裕子 。人十川大輔

共 同 研 究 機 関 閉豆太 ・酪農学園大学

研

究

概

要

我々はこれまでの研究でラク トバチルスプランタラムHOKKAI D O ( H O K K A I D O株)と

名付けた乳酸菌を利用 して、ヨーグル ト様の発酵豆孝しを試作 した。 さらに、HOKKAI D

O株が生きたまま腸に到達 し、整腸作用などの機能性を示すこと、および本発酵豆乳

が ビフィズス菌の増殖効果を持つ ことを示 した。そ こで、本研究では豆乳 ヨーグル

トを試作販売 して商品 として定着 させ るための問題点を明 らかに し、優れた製品 と

するための技術開発を行 う。

試験研究課題名 風味 と機能性 に優れた水産発酵調味料 とそれを活用 した水産加工品の

開発

担 当  部  科 食品バイオ部発酵食品科     1研  究  期  間 1平成16～17年度

担 当 研 究 員 発酵食品科 吉 川修司 ・食品開発部水産食品科 錦 織孝史 ・田中 彰

食品開発部農産食品科 大 田智樹

共 同 研 究 機 関 釧路水産試験場 。騰マルデン ・北海道大学大学院水産科学研究科

研

究

概

要

従来の魚醤油と異なり、魚臭さが無い うえにうま味を増強し、さらに機能性をカロ

えた新規水産発酵調味料の製造技術を実用化 していく。 さらに同調味料ならびに酵

素が残存する副産物を用いた水産加工品を並行 して開発 し、競争力の高い商品群の

商品化を目指していく。

2-4 受 託試験研究

試験研究課題名 微生物 ・酵素を利用 したネギ類の高付加価値加工品の開発

担 当  部  科 食品バイオ部 研 究  期  間 1平成 16～17年度

担 当 研 究 員 食品バイオ部 槙  賢 治 。本堂正明

委 託 機 関 独立行政法人食品総合研究所

研

究

概

要

低利用または廃棄されるタマネギの有効利用を目的に、酵素の持つ多様な物質変

換機能を活用 して、用途が広く付加価値の高い食材に加工する技術を開発するとと

もに、新規加工品を試作して当該食材の活用法を提案する。
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1 予 算及び事業概要

平成 16年度事業報告 。平成 17年度事業計画

(単位 :千 円)

予 算  名 16年度更正予算 17年度予算 事 業 概 要

科学技術振興費 7r,077 (  46,  990) 53,7321 44,672)

重点領域特別研究費 1 5 , 1 1 6 ( 1 5 , 1 1 6 ) 19,248( 19,248) 研究開発方針の研究開発の重点事項

に対応する事業化 ・実用化に結びつ

く研究課題を実施する。

一般試験研究費 28,488( 28,488) 25,424( 25,424) 食品加工に関する総合的な試験研究

を実施する。

受託試験研究費 8,880(      0) 3,150(      0) 国や独立行政法人、企業等からの委

託を受けて試験研究を実施する。

民間等共同研究費 6,928(      0) 北海道共同研究規程に基づき民間企

業等と共同研究を実施する。

外部資金活用研究費 7,176(      0) 国や独立行政法人等が公募する研究

事業に応募 し、採択された試験研究

を実施する。

依頼試験費 1,103(     0) 企業等の新製品開発や新技術の導入

を支援するため、依頼を受けて試験

や分析を行 うとともに、設備、機器

等を開放する。

試験研究用備品整備費 3,386( 3,386) 4 ,207  (  4 ,207 )試験研究及び技術指導等に必要な備

品の整備を図る。

食品加工研究センター費 101,265(101,265) 98,252( 98.252)

維持管理費 9 5 , 1 6 3 ( 9 5 , 1 6 3 ) 92,760( 92,760) センターを維持管理するための行政

経費及びデータベース整備 ・運営に

係わる経費

技術指導普及事業費 6,102(  6,102) 5,492(  5,492) 企業等の技術力の向上や製品の高付

加価値化等を図るため、技術講習会

や移動食加研を開催するとともに、

研究成果や食品加工等に関する情報

等を広く提供する。

合   計 172,342(148,255) 151,984(142,924)

※ 1 17年 度予算は当初予算額、( )内 は一般財源額

※2 民 間等共同研究費及び外部資金活用研究費については、契約等で金額の変更有り
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2沿 革

大正 12年 4月

昭和 24年 10月

63年 6月

平成  元 年 3月

4年 2月

6年 4月

13年 6月

16年 4月

3組 織

所 長 一 副所長 食品開発部

札幌郡琴似村の 「北海道工業試験場」において醸造に関する試験研究業務を開始。
「北海道工業試験場」が北海道に移管され、「北海道立工業試験場」となる。
「食品加工研究所 (仮称)建 設基本構想検討委員会」の意見をもとに、「建設基

本構想」策定。
「北海道立食品加工研究センター (仮称)建 設基本計画」を策定。

15日

「北海道 立食 品加 工研究セ ンター」開設 (工業試験場食 品部 を移管拡充)。

職員定数 33名 (うち研究員 23名 )

研究職員 4名 増員

(北海道立十勝圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)十 勝圏振興機構)及 び

オホーツク圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)オ ホーツク圏地域振興機

構)へ の派遣職員)

10周 年記念講演会開催

機構改正を行い、技術支援体制の強化及び社会的ニーズに対応 した研究体制の整

備を図る。

総  務  係   庶 務、財務及び総合調整

総  務  課

企画調整部
企  画  係   試 験研究の企画及び調整

研 究 普 及 係  試 験研究成果の普及及び広報
研究人材の育成 。養成

相 談 指 導 係  技 術相談受付 ・技術支援
依頼試験等の受託

キ杏鯖報管D  技 術情報の収集及び提供

農産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

畜産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

水産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

品質管理、工程管理及び装置等に関する試験
研究及び技術支援

品質、保蔵及び機能性等に関する試験研究
及び技術支援

バイオテクノロジーの食品加工及び品質管理

技術への応用に関する試験研究及び技術支援

発酵食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

技 術 支 援 課

―
E

農 産 食 品 科

畜 産 食 品 科

水 産 食 品 科

応用技術部

[11∬ ]

食静ヤ榔[糞低1
職員数 41名 (うち研究職員 29名 )平 成 17年 4月 1日 現在
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4 施  設

敷 地 面 不責 20, 000. 24ピ

建物延床面積  5, 480.59ポ   研 究棟 鉄 筋コンクリー ト造 3階 建 4, 270.86ピ

試験棟 鉄 筋コンクリー ト造 1階建 1, 114.49ピ

その他                95.24ピ

5 主 要設備 口機器

試験研究用機器
・核磁気共鳴装置              ・ ガスクロマ トグラフ質量分析計
・高速液体クロマ トグラフ         ・ イオンクロマ トグラフ
・電子顕微鏡 (透過型、走査型)       。 近赤外分光分析計
。自記分光蛍光光度計           。 X線 回折装置
・ドウコーダー               。 原子吸光分光光度計
。示差熱走査熱量計            ・ 超臨界流体抽出分離装置
。万能引張試験機

加工試験用機器
・エクス トルーダー             ・ 超高圧処理装置
・薄膜真空蒸発装置             ・ 膜分離装置
。マイクロ波減圧乾燥装置         。 アイスクリーマー

・レトル ト殺菌機              。 真空フライヤー

。試験用製めん機             ・ パン生地製造装置
・遠赤外線常圧 ・減圧乾燥機         ・ 真空凍結乾燥機
。加圧 ・減圧かくはん試験機         。 かくはん混合造粒機
。シュリンク包装機             。 急速凍結装置
・真空包装機

6 主 要試験 自分析

依頼試験
。一般生菌数
。平L酸菌数
。大腸菌群
・ブ ドウ球菌
・サルモネラ菌
・屈折率測定

依頼分析
・灰分分析
。たんぱく質分析
・食塩分析
・ア ミノ酸組成分析
。水溶性 ビタ ミン分析
。X線 微小部分析
。脂肪酸組成分析

・耐熱性菌数
・真菌数 (カビ 。酵母)
。大腸菌
・腸炎 ビブ リオ菌
・pH測 定
。水分活性測定

。水分分析 (絶乾法)
。脂質分析
。有機酸組成分析
・アル コール分析
。無機質分析
・脂溶性 ビタミン分析
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7 利 用方法

内      容 申込 。手続き等 お問い合わせ窓 口

共同研究の受付は 随時受付 。有料

共同研究を行 う場合には、「北海道共同研究規程」

に基づき手続きを行います。

企画係

Te1 011-387-4113

食品加工技術に関する

総合的な相談は

随時受付 。無料

電話、来所、文書など形式は問いません。

相談指導係

Te1 011-387-4115

技術支援 (現地 。所内)の

申込みは

随時受付 ・無料

技術指導依頼書又は電話等でお申し込み下さい。

依頼試験 。分析の申込みは

設備機器の使用申込みは

随時受付 。有料

依頼試験分析申込書、設備使用申込書等でお申

込みください。手数料 ・使用料は北海道収入証

紙をちょう付 していただきます。

なお、申込書は、北海道ダウンロー ドセンター

ホー ムペ ー ジで ダ ウン ロー ドで きます。

(http:〃― .frOm.pre■hokkaidojp/dlc/)

移動食品加工研究セ ンター

。技術講習会等の申込みは

無料

所定の申込書によりお申込み ください。

研究普及係

Te1 011-387-4114

技術研修生の申込みは 随時受付 。無料 (ただ し、研修に関する試料 ・

消耗品等は負担いただきます。)

研修申込書によりお申込み ください。

施設見学の申込みは 随時受付 。無料

事前に文書でお申し込み下さい。

図書等の閲覧は 随時受付 。無料

主査 (情報管理)に お越 し下さい

主査 (情報管理)

Te1 011-387-4114

工業所有権の利用は 随時受付 。有料

主査 (情報管理)に ご相談下さい。

*1 お 申込みの前にまず、電話等でご相談ください。

*2 食 品加工研究センターホームページでは、センターの組織や業務内容の概要のほか、技術講習

会等のイベン ト情報も掲載 していますのでご覧ください。 (http://www foodhokkaldo.gr」p)
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